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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１４６　　２０１１年　１０　月　１３　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
大震災・原発災害にあたって第３次の提言（１０月７日）　　　　　　　　ｐ日本共産党の志位委員長は「大震災・原発災害にあたって第３次の提言」を野田首相に手渡しました。「提言」は、五つの章からなっています。（骨子は別掲）　　　　　　　ｐ今後の復興のあり方の基本姿勢として、「選別と切り捨ての『復興』ではなく、すべての被災者の生活と生業を支援し、地域社会全体が元気になる復興にすることを基本にすえるべきだ」と強調しました。また「不当な『線引き』をして、被災者・被害者を切り捨てるやり方をとってはならない。被災地の全体を視野に入れ、すべての被災者を支援するという姿勢が何より大切だ」と強調しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ復興財源について、「必要とされる財源の規模はあらかじめ予想できない巨額なものとなる。従来の古い政治の枠組みを大本から見直し、大胆に財源を確保するという姿勢が大切だ」とのべるとともに、「一般の復興財源と、原発災害対策の財源は、性格を異にする問題であり、それぞれについての方策が必要だ」と強調し、次の提案をおこないました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ地震・津波災害からの一般の復興の財源としては、（１）不要不急の公共事業、米軍への「思いやり予算」など米軍再編経費、政党助成金などを中止する、（２）法人税減税と証券優遇税制の延長をやめる。後者だけで１０年間で１７兆円の財源を確保できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ原発災害対策の財源としては、電力業界は「使用済み核燃料再処理等引当金」をはじめ約１９兆円もの積み立てを行うとしているが、この積立金を国が一括して管理する基金に移し、「原発賠償・除染・廃炉基金」を創設し、財源として活用する。電力業界だけでなく、原発ビジネスで大もうけしてきた「原発利益共同体」に属する大企業にも「基金」への拠出を求める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
職員の逮捕は３人目　　市長の責任は重大
市議会最終日　「問責決議案」に賛成。辞職勧告の動議にも賛成。
２００９年１１月には水道部の職員が収賄容疑で逮捕されました。その他にも水道部では「架空工事事件」がありましたが、市は告訴せず、職員は免罪されました。２０１０年３月には環境部の職員が指名業者等（市の職員にも）に対して詐欺容疑で逮捕されました。同時に庁舎内で公金の使い込みも発覚しました。

市は不祥事防止対策を進めているといいますが、所詮これに関わっている幹部にも疑惑のうわさが残っています。やはり外部の人を沢山入れて調査・対策をやっていくべきです（悪者が悪者を裁くという声も聞こえてきます）。

市長に対する問責決議は当然ですが、市長には、この重大な意味を分かっているのでしょうか。賛成しなかった数人の市議の良心が疑がわれます。辞職勧告の動議も当然です。３人目の逮捕です。それに今回は公然とした市長の側近（後援会員以上に、身内ではといわれています）の逮捕です。不信任でも良いくらいです。次の定例会（１２月）まで待てるでしょうか。今回も愛知県警が担当しており、行き着く先は何処なのか。市議会の役割も問われています。
大震災・原発災害にあたっての提言（第３次）の骨子　　　　　　　　　　　　　　　　　１、財源問題の二つの提案―復興財源と、原発災害対策の財源をどう確保するか　　　　　２、働く場の確保―再建の意思のあるすべての事業者・企業を対象に直接支援を　　　　　３、住まいの再建―政治の責任で、被災者に“住まいの安心”を　　　　　　　　　　　　　４、医療、福祉、教育の再生―子どもも高齢者もみんなが暮らし続けられる地域社　　ｐｐ会に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５、原発災害から命と健康、暮らしを守る―除染と賠償に国の責任を果たせ
「桑名市総合計画後期基本計画の策定」の反対理由

４月から行ってきた「総合計画後期基本計画検討協議会」では、桑名市総合計画後期基本計画（素案）について、当局に質疑し、提案をしてきました。そして、本議案が提出される前に「協議会」としてメンバーの間で論議をし、意見を出し、一部反映されている所もありますが、全般的に反対でありました。（星野がメンバー）
1、 日本共産党桑名市議団は、２００６年９月議会で「桑名市総合計画の基
本構想」に反対しました。その理由は、１点目、憲法９条を変えて戦争ができる国づくりをしようとその手始めに出てきた国民保護法に基づく国民保護計画の策定が明記されている事。２点目は、差別のない明るい都市・桑名の実現をいっていますが、同和行政の終結を目指すことが明記されていない事。３点目は、民間の経営手法を取り入れた行財政改革路線を一層強化するという事。即ち、自治体が本来責任をもってしなければならない仕事を次から次へと民間委託や民営化、指定管理者制度へと移行していく事。でした。
2、 今議案に反対する理由は、上記に加えて、前期における進捗状況の判断に私たちと大きな相違のある事です。
1 市民病院の独法化によって、地域医療の充実が図られているのか
2 旧桑名市内の中学校給食はコンビに弁当方式でいいのか
3 住民の意思を無視し、予算の見通しも無い「桑名駅西土地区画整理」は計画的に進んでいるのか
4 都市ガス民間譲渡は、地元業者の仕事減らしと利益の圧迫になった
5 パブリックコメントは要綱で実施し、議会の正式な承認を得ていない
6 同和問題は、終結への前進が見られない
7 指定管理者制度によって、市民サービスの向上は図られていない
8 市の媒体への広告掲載は、収入増になったとはいえ、マイナス面が多い
3、 後期基本計画作成の方針と構成に関して問題がある事です。
1 「実現性の高いもの」と言う事で安易・安直な計画になっている
2 成果指標の設定は、何度も指摘しましたが、曖昧でいい加減です
3 戦略プログラムから部門別計画への流れが当局も理解しているようですが、分かりにくいです
4、 部門別計画で賛同できない主なものを列挙しますと、
①「総務政策」部門　行政改革の見直し（業務委託、指定管理者等）これは最初に言った３点目と同じです
②「福祉安全」部門　同和問題（２点目と同じ）、国民保護計画（１点目と同じ）
高齢者福祉（来年からの介護保険改定に関して述べられていない）、障害者福祉（削減が続きよくなる保証が無い）、父子家庭も母子家庭と同じように配慮すべきです。
③「教育経済」部門　生ゴミ（分別は進んできているようですが、減量化への施策が無い）、企業誘致（マイナス面の評価がない）、少人数学級（少人数教育の推進は触れられているが、クラスまで発展していない）、同和教育（やることばかりで、止める展望を持ってない）
④「建設水道」部門　高塚山や開発問題（防災面からも業者に指導・規制をする段階にある）、都市デザイン（ポリシーが無く業者のやり放題、マスタープランも含め学校教育への取り組みを求めます）、ヨシ原（本当にやる気があるのなら、長良川河口堰の開門まで桑名市も検討すべきです）
小沢一郎氏の「陸山会」の政治資金規正法違反事件　　　　カラス対策　緑から黄色のネットに
「水谷建設」からの金の流れの解明を。　　　　黄色のゴミ袋は現行の青色の３倍の価格がネック
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企業・団体献金は禁止に　　　　　燃えるゴミ特に生ゴミを減らそう
　日本共産党桑名市議団の市政報告会のお知らせ
日　時　　１０月１７日（月）午後６時３０分より

４０分程の記念講演ＤＶＤ上映、その後７時過ぎより報告会

場　所　　桑名市民会館　３階　第３・４会議室
内　容　　議員より９月定例会の報告と参加者との懇談があります。
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